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厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（地域医療基盤開発推進研究事業） 

患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の 

現状課題の把握とその解決に向けた調査研究（24IA002） 

総合研究報告書 

 

「患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の 

現状課題の把握とその解決に向けた調査研究」 

 

研究代表者 寺田智祐 京都大学・教授 

 

研究要旨 

本研究は、治療・療養の場の多様化が進む現代医療において、患者のケア移行時に

おける薬剤師間の情報共有・連携の実態を明らかにし、効果的な連携体制と評価指標

を提案することを目的として実施された。初年度となる令和 6 年度は急性期・回復

期・慢性期・在宅期における薬剤師間連携の既報調査を行い、8つのケア移行フェー

ズに分類して文献を整理した。その結果、急性期における退院や外来受診フェーズで

は一定の研究が存在し、薬剤師間連携による服薬アドヒアランス改善等の成果が報

告されていた。一方で、緊急入院や転院、回復期・在宅期を中心としたフェーズでは

報告が著しく少なく、実態把握が不十分であることが明らかとなった。 

また、全国規模の診療報酬・調剤報酬データ（2020～2023 年度）を用いて、薬剤師

の情報連携行為に関与する保険算定項目を抽出し、21 種類の評価指標候補を選定し

た。これらは今後、薬剤師の連携状況を定量的に把握するための基盤として活用が期

待される。 

次年度以降は、全国の医療機関へのアンケートやインタビュー調査を通じて連携の

実態を明らかにするとともに、実臨床への妥当性を踏まえた指標の評価と、効率的な

情報共有の手順書策定に向けた検討を進める予定である。 

 

研究分担者 

松尾 裕彰   広島大学病院・教授 

藤原 久登   昭和医科大学藤が丘病院・准教授 

今井 志乃ぶ  昭和医科大学・教授 

中川 俊作   京都大学・准教授 

 

A. 研究目的 

現代の医療における治療・療養の場の移

行は多様化し、患者の連続的な治療と安全

を確保するためには、医療従事者間での情
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報共有が重要となる。特に使用薬剤の管理

と情報共有は、患者の安全と治療の質の向

上に直結する。医師間・看護師間において

は診療情報提供書や看護サマリによる連

携が行われているが、使用薬剤についてき

め細やかな情報を共有することは困難な

ことも多い。一方で薬剤師間でも適切な情

報共有は道半ばである。日本病院薬剤師会

が公表している「薬剤管理サマリー」（病

院・病院間、病院・薬局間）はこのギャッ

プを埋めるための一歩であり、その使用に

より、退院後のイベント減少や服薬アドヒ

アランスの悪化防止、薬局薬剤師の服薬指

導の質向上に寄与することが報告されて

いる。しかし、外来患者の継続的なフォロ

ーに用いられている「トレーシングレポー

ト」（薬局・病院間）の連携に比べて、病

院薬剤師間の連携は、マンパワーやモチベ

ーションなどの課題から、充分に普及して

おらず効果があるとは言い難い。さらに、

急性期病院の中でのケア移行（救急・周術

期・ハイケアユニット間等）でも、情報連

携の手順書が定まっていない。加えて、タ

スク・シフト／シェアの観点から、ケア移

行時の薬剤師による情報連携が、医師の負

担軽減や医療の質の向上にどの程度寄与

するのか、十分な検証は行われていない。

すなわち、多様化する患者のケア移行時に

おいて薬剤師間の情報共有について現状

課題の抽出、論点整理が、地域包括ケアシ

ステムの更なる進化のためには必要となる。 

 本研究の目的は、患者のケア移行時の薬

剤師間の情報共有・連携の現状を明確にし、

その上で効果的な連携体制を提案すること

にある。具体的には、「患者のケア移行時

の薬剤師間等の情報共有の現況」を調査し、

その効果と限界を評価する。さらに、連携

の障壁を特定し、それを乗り越えるための実

践的な提案を行う。また、現在までに薬剤

師間の情報連携や薬剤情報の共有に関し

てその推進効果を可視化する指標は存在

しない。そこで、情報共有の推進の効果を

可視化するための臨床指標（クオリティーイ

ンディケーター：QI）の開発も併せて行う。 

 

B. 研究方法 

本研究ではそれぞれの研究目的に対応す

るために 3 年間で 6 つの研究を実施する。

各研究の詳細な方法は各年度の分担研究

報告書に記載する。 

 

研究① 連携体制の既報調査（令和６年度） 

研究代表者、分担研究者ならびに関連学会

や行政などの有識者と議論を行い、患者の

ケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携の

現状について、これまでの報告を調査する。

「急性期におけるケア移行」、「回復期・慢

性期・在宅期におけるケア移行」について、

患者のケア移行フェーズごとに薬剤師間

の情報連携の実施率、方法、内容、所要時

間等の報告を調査する。 

 

 

研究② 連携に関連する診療報酬の分析

（令和６〜７年度） 

患者のケア移行時の薬剤師間の情報共有・

連携について、関連する診療報酬を抽出し、

その全国的な算定状況を調査し、時系列的

な変動や診療報酬の変化を分析する。さら

に診療情報を用いたアプローチにより、患

者ケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携

について診療情報を調査する。 
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研究③ 医療機関へのアンケート調査（令

和７年度） 

研究①より把握された不足する情報およ

び連携体制に関する各医療機関への実態

を調査する。ケア移行の各フェーズに対し

て対象の医療機関に対してアンケート調

査を実施する。 

 

 

研究④ 拠点医療機関へのインタビュー調

査（令和７年度） 

研究①において不足していた情報および

意識やニーズに関する調査を行う。急性期

病院、回復期リハビリテーション・地域包

括ケア病棟・慢性期病院、老健施設、薬局

それぞれから 3〜5施設ほどの調査協力施

設を選定し、インタビュー調査を実施する。 

 

 

研究⑤ 手順書等の方策提言（令和８年度） 

研究①〜④より得られた結果を基に、患者

のケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携

を実施するために必要な項目や内容を分

析し、研究代表者、分担研究者ならびに関

連学会や行政などの有識者と議論を行い

つつ、効率的に実施するための手順書等の

方策を提案する。 

 

 

研究⑥ 臨床指標の開発（令和８年度） 

研究①〜⑤の結果から、各患者のケア移

行時の薬剤師間の情報共有・連携の効果を

可視化するための臨床指標の開発を行う。

臨床指標についてはプロセス指標および

アウトカム指標の双方から開発を行う。 

 

 

(倫理面への配慮) 

令和 6 年度実施分の研究において倫理審

査が必要となるものは存在しなかった。令

和 7年度以降、研究実施にあたり倫理審査

が必要な場合は京都大学大学院医学研究

科・医学部及び医学部附属病院 医の倫理

委員会の審査を受け承認された後に実施

する予定である。 

 

C. 結果 

① 連携体制の既報調査 

急性期、回復期・慢性期医療機関およ

び在宅機が関与するケア移行を 8 つのフ

ェーズに分類し（図 1、2）、薬剤師間の情

報共有に関する既存の研究を体系的に調

査した。 

 

図 1. 急性期医療機関が関与するケア移

行 

 

図 2. 回復期・慢性期医療機関および在宅

期が関与するケア移行 

他医療機関
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急性期医療機関においては、予定入院・

退院フェーズでは 57報、院内での転棟等

のフェーズでは 29報、外来受診等のフェ

ーズでは 47報など、一定の研究報告が存

在した。特に退院フェーズでは、心血管イ

ベントや服薬アドヒアランス等、薬剤師間

の情報共有がもたらすアウトカムを評価

した研究も存在した。 

一方で、急性期医療機関における緊急入

院フェーズ、転院フェーズ、回復期・慢性

期医療機関が関与するケア移行フェーズ

は、いずれも報告が乏しく、その実態を把

握することが困難であった。 

 

研究② 連携に関連する診療報酬の分析 

診療報酬・調剤報酬データ（2020〜2023

年度）を用いて、薬剤師の情報共有や連携

が関与する保険算定項目を基に 21 種類の

指標候補を選定した。（表 1） 

 

 

D. 考察 

連携体制の既報調査からは、ケア移行の

フェーズや疾患によって薬剤師間の情報連

携の浸透度合いに大きな差があることが明

らかとなった。特に急性期医療においては、

退院時や外来受診時など一定の枠組みが

整っている一方で、緊急入院や転院といっ

た突発的・非計画的なフェーズでは情報連

携の整備が遅れており、体系的な報告も乏

しい。さらに、回復期・慢性期・在宅期に

関する情報共有は、関与する医療・介護従

事者の多様さや組織間の分断、薬剤師の人

的配置不足により、連携が困難である実情

がうかがえた。 

また、診療報酬分析により抽出された 21

種類の評価指標候補は、薬剤師による情報

共有の「有無」や「頻度」を捉える上で有

用であり、今後の連携推進の進捗管理をは

じめとする臨床指標に活用が期待される。一

方で、これらはあくまで算定実績に基づく

ものであり、情報の「質」や「臨床的有用

性」は反映されていない。したがって、今

後実施するアンケート調査やインタビュ

ー調査によって、質的側面を補完し、より

包括的な評価体制を構築する必要がある。

今後は、抽出された指標候補の妥当性検証

を経て、臨床アウトカムとの関連を分析し、

より実効性の高い薬剤師間連携の評価手

法と手順を提言していくことが期待され

る。 

 

 

E. 結論 

 本研究の初年度においては、患者のケア

移行時における薬剤師間の情報共有・連携

の現状を把握するため、既報調査および診

療報酬データ分析を実施した。その結果、

急性期における予定入退院や外来受診時

の情報共有に関する報告は一定数認めら

れた一方で、回復期・慢性期医療機関や在

宅期に関する連携の報告は極めて限られ

ており、フェーズごとの実態には大きな偏

りが存在することが明らかとなった。また、

薬剤師の情報連携行為に関連する診療報

酬項目の分析により、21 種の指標候補を

抽出し、今後の可視化指標の開発に向けた

基盤を構築した。次年度以降は、全国規模

のアンケートおよびインタビュー調査に

より、連携の実態や課題、ニーズをより詳

細に明らかにするとともに、最終的な指標
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の妥当性検証とガイドライン化に向けた

検討を進めていく予定である。 

 

 

E. 健康危険情報 

 該当なし 

 

 

G. 研究発表 

 なし 

 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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表 1. 患者のケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携に関する指標候補 

N o 診療報酬 
連 携 を 示 唆 す る 

保 険 算 定 項 目 
母 集 団 

1 医 科 周術期薬剤管理加算（麻酔管理料１）  入院患者のうち麻酔管理料１（閉鎖循環式全身麻酔）が算定された患者  

2 医 科 周術期薬剤管理加算（麻酔管理料２）  入院患者のうち麻酔管理料２（閉鎖循環式全身麻酔）が算定された患者  

3 医 科 退院時共同指導料１（１以外） 入 院 患 者 

4 医 科 退 院 時 共 同 指 導 料 ２ 入 院 患 者 

5 医 科 多 機 関 共 同 指 導 加 算 退院時共同指導料２が算定された患者 

6 医 科 退院時薬剤情報管理指導料 入 院 患 者 

7 医 科 退院時薬剤情報管理指導料 服薬情報等提供料３が算定された患者 

8 医 科 退院時薬剤情報連携加算 退 院 時 薬 剤 情 報 管 理 指 導 料 

9 医 科 退院時薬剤情報管理指導連携加算 小児入院医療管理料が算定された患者 

10 医 科 薬 剤 総 合 評 価 調 整 加 算 入 院 患 者 

11 医 科 薬 剤 調 整 加 算 薬 剤 総 合 評 価 調 整 加 算 

12 医 科 薬剤総合評価調整管理料 7 剤 以 上 の 外 来 処 方 を 受 け た 患 者 

13 医 科 連 携 管 理 加 算 薬剤総合評価調整管理料が算定された患者 

14 医 科 連携充実加算（外来腫瘍化学療法診療料１・イ）  抗悪性腫瘍剤を投与され、外来腫瘍化学療法診療料が算定された患者  

15 医 科 超 急 性 期 脳 卒 中 加 算 脳梗塞、脳出血又はくも膜下出血の患者 

16 医 科 入 退 院 支 援 加 算 入 院 患 者 

17 医 科 電 子 的 診 療 情 報 評 価 料 入 院 患 者 

18 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 １ 外 来 患 者 

19 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 ２ 外 来 患 者 

20 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 ３ 入 院 患 者 

21 調 剤 退 院 時 共 同 指 導 料 服薬情報等提供料３が算定された患者 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（地域医療基盤開発推進研究事業） 

患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の 

現状課題の把握とその解決に向けた調査研究（24IA002） 

分担研究報告書 

 

「急性期における患者のケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携の現状調査」 

 

研究分担者 松尾裕彰 広島大学病院・教授 

          研究協力者 國津侑貴 京都大学医学部附属病院薬剤部・特定助教 

 

研究要旨 

医療の高度化・細分化および療養スタイルの変化により、治療・療養の場の移行（ケ

ア移行）は多様化し、安全かつシームレスな治療を患者に提供するためには、医療従

事者間の適切な情報共有が重要である。特に薬剤に関する情報不足が、薬物治療の質

や安全性の低下を招く。医師の診療情報提供書や看護師の看護サマリーの薬剤関連

情報は不十分であることから、薬剤師が薬剤管理サマリーやトレーシングレポート

を発行し、施設間ケア移行時の薬剤関連情報を補完している。しかし、急性期病院の

院内でのケア移行については、ツールや手順書が整備されていない状況にある。本研

究では、急性期医療におけるケア移行に焦点をあて、薬剤師による情報共有について

現状課題の抽出、論点整理を行った。 

自宅・居宅介護施設と急性期病院間、急性期病院内の部署・病棟間、急性期病院と

他病院間のケア移行を 5 つのフェーズに分けて文献調査を行った。その結果、ケア

移行時に薬剤管理サマリーやトレーシングレポートなどのツールを利用し、薬剤に

関する情報を共有することにより、安全で質の高い薬物治療が行われていることが

明らかとなった。一方、急性期病院を軸としたケア移行のフェーズや疾患によって、

薬剤師の連携による情報共有の浸透度に大きな差があること、および、必要な情報が

異なることや共有が不十分な部分があることが示唆された。特に、緊急入院時や急性

期病院内のケア移行については報告が限られていた。今後、急性期病院へのアンケー

トやインタビュー調査を実施し、各ケア移行時に必要な情報、情報提供手段およびタ

イミング等を明示すことで、より安全でシームレスな薬物療法が実現できると思わ

れる。 

研究協力者 

齋藤靖弘  札幌徳洲会病院薬剤部・主任 

柴田ゆうか 広島大学病院薬剤部・副薬剤

部長 

吉川博   広島大学病院薬剤部・薬剤主

任 
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鍛治園誠  岡山市立市民病院薬剤部・副

薬剤部長 

田中雄太  岡山大学病院薬剤部・副薬剤

部長 

大川恭昌  岡山大学病院薬剤部・薬剤師 

國津侑貴  京都大学医学部附属病院薬

剤部・特定助教 

川田将義  京都大学医学部附属病院薬

剤部・薬剤師 

豊見敦   日本薬剤師会・常務理事 

村杉紀明  日本薬剤師会・理事 

 

 

 

A. 研究目的 

現代の医療における治療・療養の場の移

行は多様化し、患者の連続的な治療と安全

を確保するためには、医療従事者間での情

報共有が重要となる。特に使用薬剤の管理

と情報共有は、患者の安全と治療の質の向

上に直結する。医師間・看護師間において

は診療情報提供書や看護サマリによる連

携が行われているが、使用薬剤についてき

め細やかな情報を共有することは困難な

ことも多い。一方で薬剤師間でも適切な情

報共有は道半ばである。日本病院薬剤師会

が公表している「薬剤管理サマリー」（病

院・病院間、病院・薬局間）は、このギャ

ップを埋めるための一歩であり、その使用

により、退院後のイベント減少や服薬アド

ヒアランスの悪化防止、薬局薬剤師の服薬

指導の質向上に寄与することが報告され

ている。しかし、外来患者の継続的なフォ

ローに用いられている「トレーシングレポ

ート」（薬局・病院間）の連携に比べて、

病院薬剤師間の連携は、マンパワーやモチ

ベーションなどの課題から、充分に普及し

ておらず効果があるとは言い難い。さらに、

急性期病院の中でのケア移行（救急・周術

期・ハイケアユニット間等）でも、情報連

携の手順書が整備されていない。加えて、

タスク・シフト／シェアの観点から、ケア

移行時の薬剤師による情報連携が、医師の

負担軽減や医療の質の向上にどの程度寄

与するのか、医療 DXの観点から、今後の

連携手法・体制がどのように改善可能なの

か十分な検証は行われていない。すなわち、

多様化する患者のケア移行時において薬剤

師間の情報共有について現状課題の抽出、

論点整理が、地域包括ケアシステムの更な

る進化のためには必要となる。 

本研究では急性期におけるケア移行に焦

点をあて、薬剤師間の情報共有について現

状課題の抽出、論点整理を行った。 

 

B. 研究方法 

本研究では急性期医療機関が関与するケ

ア移行として、次の 5つのフェーズに分類

した。（図 1） 

① ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病

院（予定⼊院・退院） 

② ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病

院（緊急⼊院） 

③ 急性期病院内（転棟・ICU/⼿術部への

出棟・帰棟） 

④ 急性期病院⇔他の急性期病院、回復

期・慢性期病院（転院・⼊院） 

⑤ ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病

院（外来⼿術・受診・帰宅） 
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図 1. 急性期医療機関が関与するケア移

行 

 

それぞれのフェーズにおける薬剤師間の

情報共有に関する既存の研究を体系的に

調査し、現時点での報告内容と課題点を収

集し、エビデンスの整理と研究の位置づけ

を行った。 

 

(検索方法) 

原則として日本における報告を対象とし、

検索するデータベースとして、医中誌を選

択した。十分な文献情報が得られなかった

フェーズについては、インターネットに公

開されている報告書等も対象とした。 

検索に使用したキーワードは以下の通り

である。 

検索キーワード：急性期医療、ケア移⾏、

ケア連携、ケア統合、患者転送、ケアの分

断、薬剤師間連携、薬薬連携、情報共有、

薬剤管理、実践例、効果評価、Transition 

of Care、Medication Reconciliation、

Care Coordination、Fragmentation of 

Care 

本調査は 2024 年 6 月〜7 月に実施した。 

 

(倫理面への配慮) 

本研究は「人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針」の対象外であ

る。 

 

C. 結果 

参考資料 1に収集された報告を示す。以

下、フェーズごとに結果を示す。 

 

① ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病

院（予定⼊院・退院） 

本フェーズでは 57 報の報告が収集され

た。予定入院については 43報、退院につ

いては 17報の報告が収集され、そのうち

双方を含む報告が 3報存在した。 

入院時に患者情報を連携する取り組みは、

施設単位のみならず、地域単位でも種々実

施されていた。各種連携ツールを用いて薬

剤情報やアレルギー歴、副作用歴、薬の管

理方法を共有することで、お薬手帳などで

は入手困難な情報が 14〜29％存在したこ

とが報告されていた（参考資料 1・文献 7）。

特に手術目的の入院について、術前休止薬

に関する情報を薬局と病院で連携してい

る取り組みは多く報告されていた（参考資

料 1・文献 1-6,8）。一方で、退院時と比較

すると全体的として報告が少なかった。各

施設・地域で連携ツールを作成されており、

統一したフォーマットがないことが課題

として挙げられた（参考資料 1・文献 35）。 

退院時については、薬剤師間で連携を行

うことで有害事象を防ぎ、ポリファーマシ

ーの解消や再入院を減らすことも可能と

なると報告があった（参考資料 1・文献 22）。

薬局アンケートから、ツールによらず退院

時薬剤情報提供書を活用した情報共有は、

薬薬連携に有益であり、「入院時病名」、「入

院中に中止した薬剤とその理由」が有用な

情報であることが抽出されていた（参考資

料 1・文献 33）。また、退院後の心血管系
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イベントの発生件数を調査した研究（参考

資料 1・文献 39）では、薬剤管理サマリー

使用群のほうが有意に低く、再入院の件数

に有意差はなかった。薬剤管理サマリー未

使用群の服薬アドヒアランスは有意に低

かった。このように薬剤管理サマリーや退

院時共同指導など、ツールや制度も整いつ

つある現状が多数報告されていた。 

 

② ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病

院（緊急⼊院） 

 本フェーズでは 16 報の報告が収集され

た。救急外来における患者薬歴把握の実情

として、救急外来における薬歴記録におい

て、薬剤師は非薬剤師と比較して有意に迅

速かつ正確だった報告が存在した（参考資

料 1・文献 58）。転院搬送時の診療情報提

供書が患者の薬歴内容を反映していたの

は 23％と報告されていた（参考資料 1・文

献 59）ほか、救急外来専従薬剤師によっ

て薬物有害事象（薬剤起因性疾患）の早期

診断に至った事例が複数報告されていた

（参考資料 1・文献 60,64,65）。一方で、

救急外来における薬剤情報の問題点とし

て、救急入院患者では「お薬手帳」の利用

の割合が予約入院患者と比較して有意に

低く、救急入院患者で入院当日に持参薬調

査が実施できた患者は 17.6％、入院翌日

の実施が 50.6％と報告があり（参考資料

1・文献 59）、救急外来専従薬剤師による

持参薬鑑別が救急医の負担を 1 日 1.9 時

間軽減していると報告されていた（参考資

料 1・文献 63）。また、お薬手帳や退院時

薬剤管理サマリーなどの情報共有ツール

が使われているが、情報の時系列表示だけ

では不十分と述べられていた（参考資料

1・文献 69。 

 

③ 急性期病院内（転棟・ICU/⼿術部への

出棟・帰棟） 

本フェーズでは 29 報の報告が収集され

たが、原著はほとんどなく、解説などで記

載されている連携ツールと情報を確認し

た。院内の薬剤師間の連携事例として、病

棟薬剤師がアレルギー、PONV リスクや副

作用歴を手術室薬剤師と情報共有、手術室

薬剤師が強い痛みの訴えや副作用症状を

手術室薬剤師に情報提供を行っている報

告が存在した（参考資料 1・文献 75）。こ

の報告では、連携手段としては HIS（テン

プレート含む、掲示板）、口頭、申し送り

ノートなどが挙げられていた。また、ICU

から退出した患者に ICU 担当薬剤師が介

入することで、適切な薬剤管理ができたと

の報告も存在した（参考資料 1・文献 97）。

ICU で開始した薬剤が退出後も継続され、

副作用が生じた症例報告があり、院内にお

いてもケア移行後の再開・中止薬の情報共

有が重要であることが示されていた。一方

で、一般病棟から手術室、手術室から ICU

など急性期における連携手段について言

及された報告はほとんどない状況であっ

た。 

 

④ 急性期病院⇔他の急性期病院、回復

期・慢性期病院（転院・⼊院） 

本フェーズでは 10 報の報告が収集され

た。学会報告レベルも含めての報告数であ

り、本フェーズにおける報告はかなり限定

されていた。診療情報提供書に記載された

薬剤情報は正確でないことが多々あり、施

設独自に作成した転院時フォローアップ
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依頼書が医師への処方提案につながるな

ど、診療情報提供書にない情報の補完に有

用であった報告がみられた（参考資料 1・

文献 103）。 

 

⑤ 自宅・居住施設・介護施設⇔急性期病

院（外来手術・受診・帰宅） 

本フェーズでは 47 報の報告が収集され

た。外来受診時の薬局との連携について、

トレーシングレポート（TR）とお薬手帳を

連携手段として用いる報告が多く、その他、

医療情報ネットワークの活用や、地域で開

催する研修会等で連携を行っている報告

がみられた（参考資料 1・文献 17）。TRを

活用している薬局は 15%、過去 3か月間に

TRを提出したと答えた薬局が約 30％との

報告があり、その利用は十分には進んでい

ないとの報告が多い（参考資料 1・文献

153）。その他、地域の特性に合わせたツー

ルを作成することで、効果的な連携が可能

となったとの報告も見られた（参考資料

1・文献 131）。TRを提出している薬局を対

象に行った調査において「医師が読んでい

るか分からない・反応がない」と回答した

薬局が 40％あり、利用効果を実感しにく

いと感じている薬剤師が多く、薬剤師が一

方的に情報を提供するだけでなく、フィー

ドバックがあるような体制づくりが重要

であると報告されていた（参考資料 1・文

献 153）。また、外来で行う日帰り手術に

ついては報告がほとんどなく、白内障日帰

り手術に関して、医療機関が地域の薬剤師

会に対して独自に作成・公開している報告

が 1報あるのみであった（参考資料 1・文

献 51）。 

 

D. 考察 

自宅や介護施設からの予定入院について

は、特に術前休薬に関する連携や情報共有

の取り組みは多くの施設で実施されてい

たが、各施設・地域で個別の連携ツールが

作成されており、統一したフォーマットが

ないことが課題と考えられる。TR を活用

している報告も存在したが、適切な情報連

携のためには病院側が薬局に対して「入院」

に関する情報を共有するとともに、どのよ

うな情報を求めているのかを明らかにす

る必要がある。さらに、連携タイミングに

関しても「入院時（入院直後）」で十分な

のか、検討が必要である。 

退院時の連携に関する報告は多く、薬剤

管理サマリーや退院時共同指導など、ツー

ルや制度も整いつつある現状が多数報告

されていた。このような取り組みを全国的

に標準化していくことが今後の課題であ

ると考えられる。 

緊急入院における情報共有については、

これまでの報告では救急外来における薬

剤情報連携は、お薬手帳や問い合わせが主

な手段であり、把握するために時間を要す

る、情報が不十分といった問題があった。

さらに薬剤師を救急外来へ配置している

施設は少なく、報告も限られていた。その

ため、救急搬送時に、どのような薬剤情報

が連携される必要があるかを明確にする

ことが今後求められる。ICU、救急外来、

手術室、病棟間といった、院内における情

報共有については、その重要性は述べられ

ているものの、報告数は少なかった。これ

は、そもそも一般的な引継ぎ業務として情

報の共有を行っているためと考えられた

が、実態把握のためにはさらなる調査が必
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要である。また、一般病棟から手術室、手

術室から ICU など急性期における連携手

段については言及がほとんどみられなか

った。これらはカルテ記載では間に合わな

いような症状変動が大きい時期であり、情

報の連携として最適なツールや手段の検

討が必要である。さらに、医師、看護師の

申し送り情報に記載の乏しい薬学的観点

からの情報の整理が必要と考えられた。ま

た、手術室担当薬剤師が配置されていない

施設においても薬剤に関する情報共有を

どのように行うべきか検討する必要があ

ると考えられる。 

急性期病院から他の急性期病院や回復

期・慢性期病院への転院時については、薬

剤情報を共有すること自体やその有用性

に関する報告は乏しかった。一部の施設で

は、転院先にフォローアップしてほしいこ

とを伝える取り組みを行っていたが、それ

ら連携の取り組みがどのような患者アウ

トカムをもたらすかは不明瞭であった。そ

のため、転院時薬剤情報提供書をはじめと

した転院時の薬剤師連携の有用性を明ら

かにする必要がある。 

外来受診患者の薬物療法に関する情報共

有については、TRの活用、ITの利用、統

一書式の運用等の報告が多数あり、TR に

よる薬局から病院への情報提供について

は進んでいることが示された。これは、近

年の調剤報酬改定により、かかりつけ薬剤

師制度や服薬情報提供料等が浸透し、薬局

と病院・診療所の間における連携土台が成

熟しつつあるためと考えられる。一方で、

自宅・居住施設から日帰り手術を受ける患

者に関する情報共有の文献は皆無であり、

日帰りであっても手術を受ける患者にお

いて共有すべき情報や共有方法について

検討する必要がある。 

 

今回の調査により、ケア移行のフェーズ

や疾患によって薬剤師間の情報連携の浸

透度合いは大きな差があるほか、必要な情

報が異なり、不十分な部分があると示唆さ

れた。今後、全国規模のアンケート調査や

インタビュー調査を実施し、各ケア移行時

に必要な情報、情報提供手段およびタイミ

ング、情報共有が必要な患者の優先順位に

ついて示すことで、よりシームレスな薬物

療法が実現できると思われる。 

 

 

E. 結論 

急性期病院を軸としたケア移行時の薬剤

に関する情報共有は薬剤管理サマリーや

TR が使用され、安全で質の高い薬物治療

が行われていることが明らかとなった。一

方で、フェーズや地域によっては、その浸

透度合いやツール、共有される情報に差異

が見られた。特に、緊急入院時や転院時の

フェーズについては報告が限られており、

まずはその実態を明らかにする必要があ

る。 

 

 

E. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

特になし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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の取り組み 

80 ③ 
ペインクリニック, 44, 

266-272, 2023 

【広がれ!術後疼痛管理チーム】広島大学

病院の術後疼痛管理における薬剤師の役割 
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81 ③ 

日本手術医学会誌, 43, 

35-40, 2022 

【手術医療のタスクシフトを担う周術期チ

ームのダイバーシティ】周術期管理チーム

認定薬剤師の役割と周術期医療において薬

剤師に求められるニーズ 

82 ③ 

日本手術医学会誌, 41, 

70-75, 2020 

【周術期管理における各職種の役割】安全

な周術期医療の提供のために薬剤師が担う

べき役割とは 薬剤師介入効果と今後の課

題 

83 ③ 
麻酔, 67, 1344-1346, 

2018 

薬剤師の手術室常駐による経済的効果と麻

酔科医の業務負担軽減について 

84 ③ 

日本臨床麻酔学会誌, 

38, 798-902, 2018 

周術期管理チームを既に導入した施設から

の提案 次の一手は? 周術期医療におけ

る薬剤師のあるべき姿とは 

85 ③ 
臨床麻酔, 42, 1226-

1235, 2018 

【周術期管理チームの実践】周術期管理チ

ームにおける薬剤師の術前術後の活動 

86 ③ 

外科と代謝・栄養, 52, 

109-116, 2018 

チーム医療による実践的手術侵襲軽減策と

アウトカム薬剤師による取り組み一術後痙

痛管理チームによる術後疾痛軽減策一 

87 ③ 
日本臨床救急医学会雑

誌, 19, 499-508 

地方病院の救命救急センター・集中治療部

門における薬剤師業務の現状 

88 ③ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

52, 1043-1049, 2016 

周術期患者の薬学的管理と手術室における

薬剤師業務の現状と課題 平成 26 年度日

本病院薬剤師会学術第 8小委員会アンケー

ト調査より 

89 ③ 

日本臨床麻酔学会誌, 

36, 187-193, 2016 

周術期管理チームの理想と現実 Best of 

the Teamを目指して 周術期管理におけ

る薬剤師の現状とこれから 真のチームを

目指して 

90 ③ 

薬事, 57, 35-41, 2015 【周術期患者への薬学的介入-シームレス

な関わりを目指す!】薬学的管理のポイン

ト 術中 

91 ③ 
日本臨床麻酔学会誌, 

34, 523-530, 2014 

周術期のチーム医療 周術期管理チームと

薬剤師 

92 ③ 
麻酔, 61, 267-275, 

2012 

【麻酔科とチーム医療】手術室での薬剤師

との連携 周術期の薬学的管理 
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93 ③ 
日本手術医学会誌, 32, 

336-339, 2011 

手術室運営の効率化に貢献する薬剤師のチ

ーム医療 

94 ③ 
薬事, 52, 1857-1860, 

2010 

周術期における医療の質向上 

95 ③ 

薬学雑誌, 135, 163-

167, 2015 

周術期医療に関する薬学教育の必要性 術

式と麻酔法を考慮した手術室専任薬剤師の

活動から 

96 ③ 

日本病院薬剤師会 

雑誌, 54, 423-427, 

2018 

ICUから一般病棟転棟後にランソプラゾー

ルによる collagenous colitisの発症が疑

われた 1 例 

97 ③ 
日本病院薬剤師会 

雑誌, 54, 33-40, 2018 

ICUを退室した患者に対する ICU担当薬剤

師の適切な薬物治療への貢献 

98 ③ 

薬局, 74, 2242-2249, 

2023 

薬剤師力の型 新たな思考と行動プランを

手に入れろ!(弐拾肆ノ型) ケア移行時は

Medication reconciliationで評価せよ! 

99 ③ 

ICUと CCU, 46, 327-

336. 2022 

【薬剤師の集中治療、救急への参画】ICU

入室患者における Medication 

Reconciliation(投薬調整) 

100 ③ 
薬事, 62, 41-46, 2020 【急性期医療のケア移行 シームレスな薬

物治療を提供しよう!】循環管理 

101 ③ 
薬事, 62, 53-59, 2020 【急性期医療のケア移行 シームレスな薬

物治療を提供しよう!】代謝・内分泌 

102 ④ 

日本病院薬剤師会 

雑誌, 59, 593-599, 

2023 

過疎高齢化地域の地域包括ケア病棟におけ

る薬剤師介入の必要性に関する解析～急性

期病棟との比較～ 

103 ④ 

日本病院薬剤師会 

雑誌, 58, 1177-1183, 

2022 

転院時の薬剤師間連携の有用性に関するア

ンケート調査 ～転院時フォローアップ依

頼書を用いた薬剤情報連携～ 

104 ④ 

日本臨床腫瘍薬学会雑

誌, 25, 288, 2022 

地域で取り組むがん薬物療法支援～連携充

実加算と特定薬剤管理指導加算 2 の算定促

進に向けて～ 高度急性期病院における地

域医療連携と薬剤師の役割 薬剤師連携の

現状と課題 

105 ④ 

日本医療薬学会年会講演

要旨集, suppl.1, 460-

460, 2022 

脳卒中患者の薬物治療を支える・つなぐ 

～急性期病院薬剤師の関わり～ 
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106 ④ 

日本医療薬学会年会講演

要旨集, suppl.1, 1492, 

2021 

急性期病院における転院難渋症例への地域

医療連携センター薬剤師の関わり - 新型

コロナウイルス感染症患者の転院支援にお

ける課題 – 

107 ④ 
医療薬学, 45, 97-105, 

2019 

急性期病院における退院時薬剤情報提供書

の運用と薬局アンケートによる評価 

108 ④ 

日本医療薬学会年会講演

要旨集, suppl.1, 393, 

2018 

Medication Reconciliationによる院内薬

薬連携の実際と九州での薬剤師のアクティ

ビティ 

109 ④ 
薬学雑誌, 138, 787-

789, 2018 

心不全診療における薬薬連携の重要性 - 

病院薬剤師の立場から - 

110 ④ 

日本医療薬学会年会講演

要旨集, suppl.1, 479, 

2012 

熊本県脳卒中連携パス・薬剤師部会の取り

組み～急性期病院の現状と新たな展開～ 

111 ④ 

日本集中治療医学会第 2

回中国・四国支部学術集

会講演要旨集, 1, 75, 

2017 

救急病棟入院患者に対する転院時薬剤情報

提供書作成の取り組み 

112 ⑤ 
日本臨床腫瘍薬学会雑

誌, 33, 24-28, 2023 

外来がん治療における地域医療連携等に関

する実態調査 

113 ⑤ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

56, 1028-1034, 2020 

病院薬剤師による服薬情報報告書(トレー

シングレポート)の内容分析と保険薬局へ

の意識調査 

114 ⑤ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

56, 205-212, 2020 

がん領域の仮想処方せんを用いた実践的参

加型グループディスカッション形式勉強会

の運用とその評価 

115 ⑤ 
日本病院薬剤師会雑誌, 

52, 1493-1498, 2016 

がんの治療手帳の作成とセミナーの開催に

よる多職種連携への取り組み 

116 ⑤ 

医療薬学, 42, 746-756, 

2016 

がん化学療法における病薬連携を目指した

地域薬局の取り組み 皮膚障害を副作用に

持つ薬への対策 

117 ⑤ 
医薬品相互作用研究, 

38, 90-98, 2014 

がん化学療法における薬薬連携 化学療法

情報フィードバックシステムの構築と評価 

118 ⑤ 
薬学雑誌, 134, 563-

574, 2014 

がん化学療法における薬薬連携への取り組

みに関する問題点と対応策 ワークショッ
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プ開催による KJ法に基づく問題点の抽出

と対応策の立案 

119 ⑤ 
医療, 72, 519-523, 

2018 

がん化学療法患者に対するお薬手帳を活用

した薬・薬連携推進に向けた取り組み 

120 ⑤ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

52, 523-537, 2016 

経口抗がん剤単剤に対する病院薬局と保険

薬局間の双方向情報共有による共同指導の

効果について 

121 ⑤ 

医療薬学, 42, 476-482, 

2016 

保険薬局による電話連絡とトレーシングレ

ポートを利用した経口抗癌剤服用外来患者

に対する情報提供方法の確立 

122 ⑤ 
医療薬学, 41, 275-282, 

2015 

がん患者・保険薬局薬剤師のアンケート調

査結果に基づいて作成した病薬連携連絡票 

123 ⑤ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

50, 269-273, 2014 

がん地域連携パスにおける薬剤情報提供書

を用いた薬・薬連携のアンケートによる評

価 

124 ⑤ 

医療薬学, 41, 471-479, 

2015 

がん化学療法レジメンラベルとレジメンワ

ークシートを用いた保険薬局への情報提供

とその利用状況に関する実態調査 

125 ⑤ 

九州薬学会会報, 69, 

47-51, 2015 

外来化学療法における地域連携強化のため

の調査報告 福岡県下薬局アンケート 

126 ⑤ 
薬学雑誌, 144, 143-

150, 2024 

薬局薬剤師によるがん薬物療法に関する服

薬情報等提供書の送付に係わる要因 

127 ⑤ 
日本病院薬剤師会雑誌, 

59, 1237-1243, 2023 

外来化学療法におけるトレーシングレポー

トの有用性と医療経済効果の検討 

128 ⑤ 

日本臨床腫瘍薬学会雑

誌, 33, 17-23, 2023 

2022年度がん診療連携拠点病院等におけ

るがん領域の病院薬剤師業務と地域連携に

関する実態調査 

129 ⑤ 
調剤と情報, 29, 2173-

2177, 2023 

外来がん治療患者フォローアップにおける

良質な薬薬連携の寄与 

130 ⑤ 

国立沖縄病院医学雑誌, 

42, 37-44, 2022 

外来化学療法における病院薬剤師と保険薬

局薬剤師の情報連携の過程の評価と課題抽

出および副作用による入院件数に関する後

方視的調査 
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131 ⑤ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

59, 169-177, 2023 

地域共通版トレーシングレポート導入の取

り組み 

132 ⑤ 
社会医療研究, 19, 25-

27, 2021 

服薬情報提供書の活用状況と症例報告 

133 ⑤ 

調剤と情報, 29, 113-

117, 2023 

保険薬局薬剤師によるトレーシングレポー

トを活用した薬学的介入と残薬解消への介

入から得られる医療経済効果 

134 ⑤ 

北海道病院薬剤師会誌, 

103, 19-22, 2022 

トレーシングレポートの内容分析と薬学的

フォローアップのための標準的評価項目作

成 

135 ⑤ 
医薬品相互作用研究, 

46, 64-69, 2022 

がん化学療法の薬薬連携における医療 ICT

「キビタン健康ネット」の有効性の検討 

136 ⑤ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

58, 1204-1211, 2022 

外来がん化学療法連携充実加算に係るトレ

ーシングレポートを用いた病薬連携の有用

性の検討 

137 ⑤ 
日本緩和医療薬学雑誌, 

15, 91-99, 2022 

オピオイド鎮痛薬を導入した外来がん患者

に対する病院薬剤師の指導状況の全国調査 

138 ⑤ 
日本緩和医療薬学雑誌, 

15, 81-90, 2022 

保険薬局薬剤師によるがん患者に対する医

療用麻薬の指導実態の全国調査 

139 ⑤ 

新医療, 49, 70-73, 

2022 

【真に有用な地域医療連携システム強化の

要諦】情報共有の促進で期待される医療の

質向上の実際 病院薬局間連携ネットワー

クシステム運用における地域薬局への情報

提供 

140 ⑤ 

日本病院薬剤師会雑誌, 

58, 788-794, 2022 

京都第二赤十字病院における京都府病院薬

剤師会作成の抗がん薬フォローアップシー

トを利用した情報共有方法とそのアウトカ

ム 

141 ⑤ 

日本薬剤師会雑誌, 74, 

259-264, 2022 

薬局と病院との連携により経口抗がん薬薬

物治療の副作用管理を実践した取組 

142 ⑤ 
日本病院薬剤師会雑誌, 

58, 281-288, 2022 

電子媒体を用いたトレーシングレポート共

有化システムに関する実態調査 

143 ⑤ 
癌と化学療法, 49, 167-

171, 2022 

外来がん化学療法において薬薬連携に用い

るツールの有用性の評価 
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144 ⑤ 

医療薬学, 47, 649-658, 

2021 

外来がん化学療法における有害事象の共通

用語基準に基づいたトレーシングレポート

の有用性 

145 ⑤ 
都薬雑誌, 46(4), 52-

56, 2024 

がん薬物療法における薬薬連携 第１回 

東京都がん薬物療法協議会の設置について 

146 ⑤ 

都薬雑誌, 46(5), 40-

45, 2024 

がん薬物療法における薬薬連携 第２回 

令和４年 第２回 三団体合同薬薬連携推進

研修会における企画参加報告 

147 ⑤ 
北海道薬剤師会雑誌,40, 

4-10, 2023 

医療薬学ブラッシュアップ講座 地域にお

ける病院薬剤師と保険薬剤師の連携 

148 ⑤ 

医学のあゆみ, 280, 

842-846, 2022 

心不全チーム医療の理論と実践 心不全チ

ーム医療と薬剤師－患者指導・医薬品適正

使用の推進・緩和ケア・薬薬連携 

149 ⑤ 

日本薬剤師会学術大会講

演要旨集, 55, 202, 

2022 

第 55回 日薬学術大会発表より 河内長

野市薬剤師会でのトレーシングレポートの

運用状況と課題 

150 ⑤ 

都薬雑誌, 44(4), 48-

52, 2022 

服薬情報提供書の運用と書き方のヒント 

第 1 回 トレーシングレポートの現状と課

題 

151 ⑤ 

都薬雑誌, 44(5), 49-

53, 2022 

服薬情報提供書の運用と書き方のヒント 

第２回 薬局としての制度の捉え方と運用

方法～第３３回多摩薬薬連携協議会フォー

ラムから～ 

152 ⑤ 

日本薬剤師会雑誌, 74, 

1019-1024, 2022 

保険薬局薬剤師のトレーシングレポート活

用に関する意識調査～地域一体となったト

レーシングレポートの活用推進に向けて～ 

153 ⑤ 
日本薬剤師会雑誌, 71, 

177-183, 2019 

地域におけるトレーシングレポート（服薬

情報提供書）への取り組みに関する研究 

154 ⑤ 

日本薬剤師会雑誌, 73, 

837-841, 2021 

病院薬剤師のトレーシングレポート活用に

関する意識調査～トレーシングレポート活

用推進に向けて～ 

155 ⑤ 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/proj

ect/26885 

薬剤師が担う医療機関と薬局間の連携手法

の検討とアウトカムの評価研究 

156 ⑤ 
薬局薬学, 10, 165-173, 

2018 

病院との連携を目的とした白内障手術クリ

ニカルパスへの薬局薬剤師の関与 
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157 ⑤ 

https://numayaku.jp/ab

out/katudou/yakuyaku.h

tml 

白内障手術の術前・術後の処方と情報提供

書について 

158 ⑤ 

https://municipal-

hospital.ichinomiya.ai

chi.jp/data/media/ichi

nomiya-

hp/page/medical/yakuya

ku/pdf06.pdf 

一宮市立市民病院眼科日帰り手術院外処方

運用について（保険薬局用） 

フェーズ番号と対応するフェーズ 

① ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病院（予定⼊院・退院） 

② ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病院（緊急⼊院） 

③ 急性期病院内（転棟・ICU/⼿術部への出棟・帰棟） 

④ 急性期病院⇔他の急性期病院、回復期・慢性期病院（転院・⼊院） 

⑤ ⾃宅・居住施設・介護施設⇔急性期病院（外来⼿術・受診・帰宅） 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（地域医療基盤開発推進研究事業） 

患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の 

現状課題の把握とその解決に向けた調査研究（24IA002） 

分担研究報告書 

 

「回復期・慢性期・在宅期における 

患者のケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携の現状調査」 

 

研究分担者 藤原久登 昭和医科大学藤が丘病院・准教授 

    研究協力者 國津侑貴 京都大学医学部附属病院薬剤部・特定助教 

 

研究要旨 

本研究は、回復期・慢性期・在宅期におけるケア移行時の薬剤師間の情報共有に着

目し、現状の課題を整理することを目的とした。現代の医療においては治療・療養の

場の移行が多様化し、薬剤情報の円滑な連携は患者の安全と治療の質向上に直結す

る重要な課題である。しかし、薬剤師間の情報共有は依然として十分に普及しておら

ず、特に回復期・慢性期医療や在宅医療においては、マンパワーやモチベーション、

診療報酬制度の制約などにより、実態把握や効果検証が進んでいない。 

本研究では、回復期・慢性期医療機関が関与するケア移行を①自宅・施設⇔回復期・

慢性期病院、②回復期・慢性期病院⇔他医療機関、③回復期・慢性期病院内転棟の 3

フェーズに分類し、文献調査を実施した。その結果、①の入退院時の薬剤情報共有に

関する報告は一定数認められた一方、②の転院時、③の院内転棟時における薬剤師間

連携の報告は極めて限られており、全体として回復期・慢性期・在宅期における連携

実態に関するエビデンスは乏しいことが明らかとなった。 

今後は、各ケア移行フェーズで必要とされる情報項目や提供手段、タイミング、連

携対象患者の優先順位などを明確にするため、全国規模のアンケート調査やインタ

ビュー調査が求められる。薬剤師間の情報連携を強化し、シームレスな薬物療法の実

現を図ることは、地域包括ケアシステムの進化と医療の質向上に大きく寄与するも

のと考えられる。 

研究協力者 

小瀬英司  順天堂大学医学部附属順天

堂医院薬剤部・課長補佐、順

天堂大学薬学部・准教授 

濱浦睦雄  蕨市立病院薬剤科・薬剤部長 

澁田憲一  医療法人良秀会 法人事業

本部・本部長代理 

豊見敦   日本薬剤師会・常務理事 

村杉紀明  日本薬剤師会・理事 
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A. 研究目的 

現代の医療における治療・療養の場の移

行は多様化し、患者の連続的な治療と安全

を確保するためには、医療従事者間での情

報共有が重要となる。特に使用薬剤の管理

と情報共有は、患者の安全と治療の質の向

上に直結する。医師間・看護師間において

は診療情報提供書や看護サマリによる連

携が行われているが、使用薬剤についてき

め細やかな情報を共有することは困難な

ことも多い。一方で薬剤師間でも適切な情

報共有は道半ばである。日本病院薬剤師会

が公表している「薬剤管理サマリー」（病

院・病院間、病院・薬局間）はこのギャッ

プを埋めるための一歩であり、その使用に

より、退院後のイベント減少や服薬アドヒ

アランスの悪化防止、薬局薬剤師の服薬指

導の質向上に寄与することが報告されて

いる。しかし、外来患者の継続的なフォロ

ーに用いられている「トレーシングレポー

ト」（薬局・病院間）の連携に比べて、病

院薬剤師間の連携は、マンパワーやモチベ

ーションなどの課題から、充分に普及して

おらず効果があるとは言い難い。さらに、

急性期病院の中でのケア移行（救急・周術

期・ハイケアユニット間等）でも、情報連

携の手順書が定まっていない。加えて、タ

スク・シフト／シェアの観点から、ケア移

行時の薬剤師による情報連携が、医師の負

担軽減や医療の質の向上にどの程度寄与

するのか、医療 DXの観点から、今後の連

携手法・体制がどのように改善可能なのか

十分な検証は行われていない。すなわち、

多様化する患者のケア移行時において薬

剤師間の情報共有について現状課題の抽

出、論点整理が、地域包括ケアシステム

の更なる進化のためには必要となる。 

回復期・慢性期・在宅期においては、薬

剤師の関わりが求められているものの、マ

ンパワー不足や診療報酬上の限界点が存

在する。本研究では回復期・慢性期・在宅

期におけるケア移行に焦点をあて、薬剤

師間の情報共有について現状課題の抽出、

論点整理を行った。 

 

B. 研究方法 

本研究では回復期・慢性期医療機関およ

び在宅期が関与するケア移行として、次の

3つのフェーズに分類した。（図 1） 

① ⾃宅・居住施設・介護施設⇔回復期・

慢性期病院（⼊院・退院） 

② 回復期・慢性期病院⇔他の医療機関

（急性期病院、回復期・慢性期病院）

（転院） 

③ 回復期・慢性期病院内（転棟） 

 

図 1. 回復期・慢性期医療機関および在宅

期が関与するケア移行 

 

それぞれのフェーズにおける薬剤師間の

情報共有に関する既存の研究を体系的に

調査し、現時点での報告内容と課題点を収

集し、エビデンスの整理と研究の位置づけ

を行った。 

他医療機関

在宅・地域
⾃宅

居住施設*

*特定施設等高齢者向け住まい・施設等

自医療機関
（回復期・慢性期）
⼀般 回復・慢性

急性期

介護施設

回復期
慢性期

予定（緊急）⼊院
退院

転
院

転棟
①

③

②
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(検索方法) 

原則として日本における報告を対象とし、

検索するデータベースとして、医中誌を選

択した。十分な文献情報が得られなかった

フェーズについては、インターネットに公

開されている報告書等も対象とした。 

検索に使用したキーワードは以下の通り

である。 

検索キーワード：急性期医療、ケア移行、

ケア連携、ケア統合、患者転送、ケアの分

断、薬剤師間連携、薬薬連携、情報共有、

薬剤管理、実践例、効果評価、Transition 

of Care、Medication Reconciliation、

Care Coordination、Fragmentation of 

Care 

本調査は 2024 年 6 月〜7 月に実施した。 

 

(倫理面への配慮) 

本研究は「人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針」の対象外であ

る。 

 

C. 結果 

参考資料 1 に収集された報告を示す。以

下、フェーズごとに結果を示す。 

 

① ⾃宅・居住施設・介護施設⇔回復期・

慢性期病院（⼊院・退院） 

本フェーズでは 13 報の報告が収集され

た。広島県下における退院・転院時の情報

提供書(薬剤管理サマリー)の実施状況の

調査（参考資料 1・文献 7）では、退院時

薬剤情報管理指導料算定外の病棟でも薬

剤管理サマリーが 6 割の施設で活用され

ており、地域包括ケア病棟や回復期リハ病

棟においても薬剤管理サマリーの必要性

が高いことが示唆された。また、回復期に

勤務する病院薬剤師と薬局薬剤師を対象

とした調査（参考資料 1・文献 12）では、

薬局薬剤師が最も共有を希望する情報は

主病名であり、次いで調剤方法、検査値、

退院時処方内容であった。 

 

② 回復期・慢性期病院⇔他の医療機関

（急性期病院、回復期・慢性期病院）

（転院） 

 本フェーズでは 5報の報告が収集された。

報告は少なく、病院間の薬剤師連携に関す

る報告はみられず、薬剤師間の情報連携が

主ではない文献（薬剤師-他職種連携）の

ものがいくつか存在した。転院時の文書

（フォローアップ依頼書）による薬剤師間

連携の必要性を評価するための調査（参考

資料 1・文献 4）では、転院先より医師の

診療情報提供書にない情報の補完に薬剤

師間のフォローアップ依頼書を用いた薬

剤情報連携が有用であり、48例中 27 例で

処方提案につながったと報告されている。

また、脳外科病棟での急性期後、回復期病

棟で現行の薬物療法を正確に継続するた

めの薬剤情報提供書有用性を調査した報

告（参考資料 1・文献 5）では、紹介状に

おいて全体の 46％に実際の使用薬剤に関

する記載不備があり、薬剤師の作成した薬

剤情報提供書による内容の補完が重要な

役割を果たしていることが示唆された。 

 

 

③ 回復期・慢性期病院内（転棟） 

本フェーズでは報告が乏しく、収集され

た報告は学会発表の内容を含めて 3 報の
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みであった。薬剤情報提供書を作成し介入

を行った取り組みの前後で、回復期病棟看

護師にアンケート調査を実施した調査（参

考資料 1・文献 19）では、「内服薬の中止・

再開状況」「薬剤の中止理由」についての

看護師の認識転棟時に内服薬の処理・確認

に要した時間は 1 件あたり平均 7.5±1.1

分（n＝109）であったが、「持参薬」「臨時

薬」などが含まれた複雑なものほど時間が

かかる傾向があった。 

 

 

D. 考察 

⾃宅・居住施設・介護施設と回復期・慢

性期病院の間の連携に関する報告は本文

献調査において最も多かった。入院時もし

くは退院時は患者の治療フェーズや関わ

る医療従事者が大きく変化する場面であ

るため、安全かつ有効な薬物療法を継続す

るためには情報連携が最も行わなければ

ならない場面であることに対する結果で

あると考えられた。入院中に変更された薬

剤の情報とともに保険薬局との情報共有

が望ましいと考える。 

今後そのツールや連携方法などを模索し

ていく必要がある。特に急性期からの再開

忘れや DAPT から SAPT に変更する変更忘

れなど、事故につながる重要な場面である

ため、その連携が望まれる。 

 

 

 

全体を通して回復期・慢性期・在宅期に

関連する薬剤師間の情報連携に関する報

告は少なく、実態を把握することは難しか

った。 

 

今回の調査により、ケア移行や疾患によ

って必要な情報が異なり、不十分な部分が

あると示唆された。今後、全国規模のアン

ケート調査やインタビュー調査を実施し、

各ケア移行時に必要な情報、情報提供手段

およびタイミング、情報共有が必要な患者

の優先順位について示すことで、よりシー

ムレスな薬物療法が実現できると思われ

る。 

 

 

E. 結論 

回復期・慢性期病院、在宅期を軸としたケ

ア移行時の薬剤に関する情報共有について、

その重要性は認識されているものの、報告

は非常に限定的であった。今後、連携の実

態を調査し、連携に必要なツール等の手法

を提言することで、安全で継続的な薬物療

法の実施に貢献できると考えられる。 

 

 

E. 健康危険情報 

該当なし 

 

 

G. 研究発表 

特になし 

 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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指標の開発・疫学的分析」 

 

研究分担者 今井志乃ぶ 昭和医科大学・教授 

    中川俊作 京都大学・准教授 

         研究協力者 國津侑貴 京都大学医学部附属病院薬剤部・特定助教 

 

研究要旨 

本研究は、患者のケア移行時における薬剤師間の情報共有・連携の実態および効

果を可視化する指標の検討を目的とした。現代医療においては治療・療養の場の多

様化が進み、薬剤情報の連携は患者の安全と治療の質向上に不可欠であるが、薬剤

師間の情報共有は十分に普及しておらず、これを可視化する標準的な指標も存在し

ない。 

本研究では、株式会社 JMDC より提供された全国人口の約 10％をカバーする診療報

酬・調剤報酬データ（2020〜2023 年度）を用いて、薬剤師の情報共有や連携が関与

する保険算定項目を抽出・分析した。その結果、医科診療報酬から 46 項目、調剤

報酬から 11 項目の計 57 項目が抽出され、これらを基に 21 種類の指標候補を選定

した。これらの指標は、退院時薬剤情報管理指導料や服薬情報等提供料など、薬剤

師による情報連携行為を定量的に把握できる可能性があり、今後、ケア移行の各フ

ェーズにおける薬剤師間連携の進捗や課題を評価する有用なツールとなることが期

待される。一方で、保険算定項目に基づくため、実際の情報共有の質や内容を直接

反映しない点には留意が必要である。 

今後は、臨床薬剤師からの意見聴取を経て指標の妥当性を検証し、さらに臨床ア

ウトカムとの関連性を分析することで、薬剤師間連携の効果を実証的に示す体制を

整備していく予定である。 

研究協力者 

岡田浩   和歌山県立医科大学薬学部・

教授 

幾田慧子  京都大学医学部附属病院薬

剤部・特定助教 

國津侑貴  京都大学医学部附属病院薬

剤部・特定助教 
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西郷雅美子 京都大学医学部附属病院薬

剤部・薬剤師 

上山誉晃  日本病院薬剤師会事務局・専

門員 

 

 

A. 研究目的 

現代の医療における治療・療養の場の移

行は多様化し、患者の連続的な治療と安全

を確保するためには、医療従事者間での情

報共有が重要となる。特に使用薬剤の管理

と情報共有は、患者の安全と治療の質の向

上に直結する。医師間・看護師間において

は診療情報提供書や看護サマリによる連

携が行われているが、使用薬剤についてき

め細やかな情報を共有することは困難な

ことも多い。一方で薬剤師間でも適切な情

報共有は道半ばである。日本病院薬剤師会

が公表している「薬剤管理サマリー」（病

院・病院間、病院・薬局間）はこのギャッ

プを埋めるための一歩であり、その使用に

より、退院後のイベント減少や服薬アドヒ

アランスの悪化防止、薬局薬剤師の服薬指

導の質向上に寄与することが報告されて

いる。しかしながら、薬剤師間の情報共有

や連携について、ケア移行の各フェーズでそ

の実態あるいは効果を可視化する指標は存

在しない。そこで、本研究では患者のケア

移行時の薬剤師間の情報共有・連携の効

果・評価を可視化する指標を検討するため、

診療報酬等の保健算定要件の調査を行っ

た。 

 

B. 研究方法 

本研究の実施にあたり、株式会社 JMDC

（東京）より、2020 年度から 2023 年度の

医科診療報酬及び調剤報酬の各保険算定

項目における算定総件数および患者数を

集積したデータの提供を受けた。本データ

は国民件保険、健康保険組合のレセプトデ

ータを含有しており、全国の 10％程度の

人口をカバーしている。本データより、患

者のケア移行時の薬剤師間の情報共有・連

携について関連すると考えられる保険算

定項目を抽出した。本抽出については、そ

の算定要件として薬剤師の連携や薬剤情

報の連携が含まれる項目を抽出した。その

後、指標化を検討するため、各項目につい

て適切な母集団を検討した。この母集団に

ついては、抽出された保険算定項目が適切

に含有される集団あるいは、比較対象とし

て適切と考えられる集団を検討した。 

 

 

(倫理面への配慮) 

本研究は「人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針」の対象外であ

る。 

 

C. 結果 

 提供を受けたデータ上には医科診療報酬

として 8192 項目の保険算定項目、調剤報

酬として 291 項目の保険算定項目が存在

した。 

そのうち、患者のケア移行時の薬剤師間の

情報共有・連携について関連すると考えら

れた保険算定項目として、医科診療報酬で

46 項目、調剤報酬で 11 項目が抽出された

（表 1）。 

抽出された保険算定項目について、母集

団を検討した結果、21 種の指標候補が選

定された（表 2）。 
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D. 考察 

薬剤管理サマリーの活用や地域連携薬局

の制度化などの取り組みにより、薬剤師間

の情報共有が推進されつつあるが、その実

態を定量的に評価するための標準化され

た指標はこれまで存在しない。本研究で選

定された保険算定項目は、薬剤情報の共有

や薬局・医療機関間の連携に関与するもの

であり、薬剤師の介入や情報提供の有無を

間接的に評価できる可能性がある。 

さらに、各算定項目に対して適切な母集団

を検討することで、今後のモニタリングや

評価において、指標の感度や特異度を高め

るための基盤となると考えられる。たとえ

ば、退院時薬剤情報管理指導料や服薬情報

等提供料などは、明確に薬剤師の情報提供

行為が求められるものであり、地域連携の

進捗状況や課題を把握する指標として有

用であると考えられる。 

一方で、本研究の結果は保険算定項目に

基づくものであるため、実際の情報共有の

質や具体的な内容までは反映されない点

に留意が必要である。また、今回の指標候

補は薬剤師を含む薬学研究者で決定した

ものの、臨床における有効性は不明確であ

る。そのため臨床家による評価を考慮する

ため、本厚労科研研究班内の臨床薬剤師に

対して、選定された各指標が臨床上有意義

であるか意見聴取を行う予定である。さら

に、これらの指標を用いた縦断的な分析や、

実際の臨床アウトカム（例：服薬アドヒア

ランス、再入院率等）との関連を検討する

ことで、薬剤師間連携の効果をより実証的

に示すことが期待される。 

 

 

E. 結論 

本研究では、患者のケア移行時における

薬剤師間の情報共有・連携の実態や効果を

可視化するための指標を検討することを

目的として、診療報酬および調剤報酬にお

ける保険算定項目の分析を行った。その結

果、医科診療報酬から 46 項目、調剤報酬

から 11 項目、計 57 項目が薬剤師間の情

報共有・連携に関連すると考えられる項目

として抽出され、これらをもとに 21 種類

の評価指標候補が選定された。 

今後、臨床家による評価を考慮したうえ

で、ケア移行の各フェーズにおける薬剤師

間の情報共有・連携の効果・評価を可視化

する指標の最終選定を行い、ガイドライン

等として提言を行う予定である。 

 

E. 健康危険情報 

該当なし 

 

 

G. 研究発表 

特になし 

 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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表 1. 患者のケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携について関連すると考えられた保険

算定項目 

N o 診 療 報 酬 連 携 を 示 唆 す る 保 険 算 定 項 目 

1 医 科 周 術 期 薬 剤 管 理 加 算 （ 麻 酔 管 理 料 １ ） 

2 医 科 周 術 期 薬 剤 管 理 加 算 （ 麻 酔 管 理 料 ２ ） 

3 医 科 精神科退院時共同指導料１（外来又は在宅医療を担う保険医療機関）  

4 医 科 精神科退院時共同指導料２（入院医療を提供する保険医療機関） 

5 医 科 退 院 時 共 同 指 導 料 １ （ 在 宅 療 養 支 援 診 療 所 ） 

6 医 科 退 院 時 共 同 指 導 料 １ （ １ 以 外 ） 

7 医 科 退 院 時 共 同 指 導 料 ２ 

8 医 科 多 機 関 共 同 指 導 加 算 

9 医 科 退 院 時 薬 剤 情 報 管 理 指 導 料 

10 医 科 退 院 時 薬 剤 情 報 連 携 加 算 

11 医 科 退 院 時 薬 剤 情 報 管 理 指 導 連 携 加 算 

12 医 科 薬 剤 総 合 評 価 調 整 加 算 

13 医 科 薬 剤 調 整 加 算 

14 医 科 薬 剤 総 合 評 価 調 整 管 理 料 

15 医 科 連 携 管 理 加 算 

16 医 科 薬 剤 適 正 使 用 連 携 加 算 （ 再 診 ） 

17 医 科 連 携 充 実 加 算 （ 外 来 腫 瘍 化 学 療 法 診 療 料 １ ・ イ ） 

18 医 科 連 携 充 実 加 算 

19 医 科 超 急 性 期 脳 卒 中 加 算 

20 医 科 精 神 科 措 置 入 院 診 療 加 算 

21 医 科 精 神 科 措 置 入 院 退 院 支 援 加 算 

22 医 科 精 神 科 リ エ ゾ ン チ ー ム 加 算 

23 医 科 精 神 科 救 急 搬 送 患 者 地 域 連 携 紹 介 加 算 

24 医 科 精 神 科 救 急 搬 送 患 者 地 域 連 携 受 入 加 算 

25 医 科 入 退 院 支 援 加 算 

26 医 科 精 神 疾 患 診 療 体 制 加 算 １ 

27 医 科 早 期 離 床 ・ リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 加 算 （ 脳 卒 中 ケ ア ） 

28 医 科 急性期患者支援病床初期加算（４００床以上・他医一般病棟から転棟）  

29 医 科 急性期患者支援病床初期加算（４００床以上・１の患者以外） 

30 医 科 急性期患者支援病床初期加算（４００床未満・他医一般病棟から転棟）  

31 医 科 急性期患者支援病床初期加算（４００床未満・１の患者以外） 

32 医 科 緩 和 ケ ア 病 棟 緊 急 入 院 初 期 加 算 
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33 医 科 緩 和 ケ ア 疼 痛 評 価 加 算 

34 医 科 非定型抗精神病薬加算（２種類以下）（精神科救急急性期医療入院料）  

35 医 科 精 神 科 救 急 医 療 体 制 加 算 １ 

36 医 科 精 神 科 救 急 医 療 体 制 加 算 ２ 

37 医 科 精神科救急医療体制加算２（別に厚生労働大臣が定める場合） 

38 医 科 精 神 科 救 急 医 療 体 制 加 算 ３ 

39 医 科 非定型抗精神病薬加算（２種類以下）（精神科急性期治療病棟入院料）  

40 医 科 非定型抗精神病薬加算（２種類以下）（精神療養病棟入院料） 

41 医 科 非定型抗精神病薬加算（２種類以下）（地域移行機能強化病棟入院料）  

42 医 科 特 定 機 能 病 院 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 病 棟 入 院 料 

43 医 科 地 域 包 括 診 療 料 １ 

44 医 科 地 域 包 括 診 療 料 ２ 

45 医 科 電 子 的 診 療 情 報 評 価 料 

46 医 科 向 精 神 薬 調 整 連 携 加 算 （ 処 方 料 ） 

47 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 １ 

48 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 ２ 

49 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 ３ 

50 調 剤 退 院 時 共 同 指 導 料 

51 調 剤 麻 薬 管 理 指 導 加 算 （ か か り つ け 薬 剤 師 指 導 料 ） 

52 調 剤 か か り つ け 薬 剤 師 包 括 管 理 料 

53 調 剤 在宅患者訪問薬剤管理指導料（単一建物診療患者１人） 

54 調 剤 在宅患者訪問薬剤管理指導料（単一建物診療患者２人以上９人以下）  

55 調 剤 在 宅 患 者 訪 問 薬 剤 管 理 指 導 料 （ １ 及 び ２ 以 外 ） 

56 調 剤 か か り つ け 薬 剤 師 指 導 料 
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表 2. 患者のケア移行時の薬剤師間の情報共有・連携に関する指標候補 

N o 診療報酬 
連 携 を 示 唆 す る 

保 険 算 定 項 目 
母 集 団 

1 医 科 周術期薬剤管理加算（麻酔管理料１）  入院患者のうち麻酔管理料１（閉鎖循環式全身麻酔）が算定された患者  

2 医 科 周術期薬剤管理加算（麻酔管理料２）  入院患者のうち麻酔管理料２（閉鎖循環式全身麻酔）が算定された患者  

3 医 科 退院時共同指導料１（１以外） 入 院 患 者 

4 医 科 退 院 時 共 同 指 導 料 ２ 入 院 患 者 

5 医 科 多 機 関 共 同 指 導 加 算 退院時共同指導料２が算定された患者 

6 医 科 退院時薬剤情報管理指導料 入 院 患 者 

7 医 科 退院時薬剤情報管理指導料 服薬情報等提供料３が算定された患者 

8 医 科 退院時薬剤情報連携加算 退 院 時 薬 剤 情 報 管 理 指 導 料 

9 医 科 退院時薬剤情報管理指導連携加算 小児入院医療管理料が算定された患者 

10 医 科 薬 剤 総 合 評 価 調 整 加 算 入 院 患 者 

11 医 科 薬 剤 調 整 加 算 薬 剤 総 合 評 価 調 整 加 算 

12 医 科 薬剤総合評価調整管理料 7 剤 以 上 の 外 来 処 方 を 受 け た 患 者 

13 医 科 連 携 管 理 加 算 薬剤総合評価調整管理料が算定された患者 

14 医 科 連携充実加算（外来腫瘍化学療法診療料１・イ）  抗悪性腫瘍剤を投与され、外来腫瘍化学療法診療料が算定された患者  

15 医 科 超 急 性 期 脳 卒 中 加 算 脳梗塞、脳出血又はくも膜下出血の患者 

16 医 科 入 退 院 支 援 加 算 入 院 患 者 

17 医 科 電 子 的 診 療 情 報 評 価 料 入 院 患 者 

18 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 １ 外 来 患 者 

19 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 ２ 外 来 患 者 

20 調 剤 服 薬 情 報 等 提 供 料 ３ 入 院 患 者 

21 調 剤 退 院 時 共 同 指 導 料 服薬情報等提供料３が算定された患者 
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いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  地域医療基盤開発推進事業                           

２．研究課題名  患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の現状課題の把握とその解決に向けた調査

研究                             

３．研究者名  （所属部署・職名）   医学研究科 教授                               

    （氏名・フリガナ）   寺田 智祐  （テラダ トモヒロ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
令和７年 ４月 ３日 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立大学法人広島大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   越智 光夫      
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                           

２．研究課題名  患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の現状課題の把握とその解決に向けた調査

研究             

３．研究者名  （所属部署・職名）  病院薬剤部・教授                         

    （氏名・フリガナ）  松尾 裕彰・マツオ ヒロアキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
令和 7年  4月  9日 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 学校法人昭和医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 小口 勝司         
  
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  地域医療基盤開発推進事業                           

２．研究課題名  患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の現状課題の把握とその解決に向けた調査

研究                             

３．研究者名  （所属部署・職名）   昭和医科大学藤が丘病院・准教授                               

    （氏名・フリガナ）  藤原 久登・フジハラ ヒサト                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
令和７年  ４月   10日 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 学校法人昭和医科大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      

                              氏 名  小口 勝司       
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  地域医療基盤開発推進事業                           

２．研究課題名  患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の現状課題の把握とその解決に向けた調査

研究                             

３．研究者名  （所属部署・職名）  薬学部社会健康薬学講座薬剤疫学部門・教授                                

    （氏名・フリガナ） 今井 志乃ぶ・イマイ シノブ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
令和７年  ３月   ３１日 

厚生労働大臣 殿 
                                                                                             
                   機関名 国立大学法人京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名 伊佐 正 
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  地域医療基盤開発推進事業                           

２．研究課題名  患者のケア移行に伴う薬剤師間の情報連携の現状課題の把握とその解決に向けた調査

研究                             

３．研究者名  （所属部署・職名）   医学研究科 准教授                               

    （氏名・フリガナ）   中川 俊作  （ナカガワ シュンサク）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


